

























This paper reviews on Japanese Machizukuri researches. This word means Community 
Development, Urban Development or Area Management. Prior studies focusing on government 
policies and success cases didn’t show the actor and the logic on the revitalization in that case area. 
Therefore, it was not clear who would be in charge in other areas. 
Adachi (2021), a study on Machizukuri and Area Management in the era of Covid-19, shows the 
logic and the reason why Area management organization can revitalize their area. However, further 
analysis on the motivations of Machizukuri is needed. The actors with the deductive and inductive 
approaches to Machizukuri are different. Public sectors are not good at independently financed 
initiatives. In contrast, private sector's Machizukuri is difficult to control. Who will set up an area 













































































































































































































は、中心市街地活性化における行政の政策論に注力する研究（渡辺 2014; 根田編 2016）、
あるいはまちづくりの転換を主題にし、他国の例を参照して住民や事業者による自治的な
行動の必要性を強調しながらも、日本における担い手や規制の具体的な構想にまでは行っ

































































分類 （1）演繹的なアプローチ （2）演繹的なアプローチ （3）帰納的なアプローチ 
例 公的機関等 会員組織等 企業・個人等 






















































































































































































































































方創生推進事業（COC+）平成 30 年度実施状況報告書  進捗状況の概要」
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脚注 
[1] 筆者の能力を超えるため、本稿では詳しく検討できないが、足立（2021）では、分析手
法の解説がやや省略されているため補足する。もともとグラフ理論的な社会ネットワーク
分析では、ある集団において、誰と誰が知人関係にあるか、が変数であり、それを点と矢
印あるいは行列で示して数値化している。例えば、全ての成員が相互に友人関係をもつ場
合に比して、当該集団では成員間にどの程度の関係性があるのかを示すのが「密度」と呼
ばれる指標である。社会的ネットワークの場合は変数や指標が明らかであるが、足立（2021）
で用いられているエリア間の関係を示す変数については詳しい説明がなく、筆者には十分
に読み取ることができなかった。空間的なエリア関係の分析は、指摘の通りコロナウイル
ス蔓延下で有効な視点であり、ネットワーク分析の手法を類推的に用いることの意義や効
果を評価するためにも更なる研究を待ちたい。 
 
[2] 足立の議論では取り上げられていない論点もいくつかあり、例えばエリアの規模感、そ
してエリアを取り巻く土地問題への制度的な対処や都市計画規制の課題、エリアマネジメ
ント活動が都市全体の再生に至るプロセスなどについては別の研究を参照する必要がある。 
 
[3] 都市再生において帰納的なアプローチと演繹的なアプローチを対比する発想は、ジェイ
コブズの「都市計画」批判にすでに見られるものである（Jacobs 1961=2010: 466-469）。日本
の先行研究では、まちづくり主体について、統治の倫理・市場の倫理を横軸に、行政か民
間かを縦軸に分類するが（矢部拓也 2014, 2016）、分類基準は明示されておらず、事例の位
置づけが若干恣意的である。この発想は、ジェイコブズが帰納と演繹の対照を発展させ、
市場、統治それぞれに関する資料から倫理とされる事項を数多く収集し、対比させて論じ
た「市場の倫理」と「統治の倫理」の議論に由来する（Jacobs 1992=2016）。いずれも、説明
したい事例をもとに分類を行っている傾向があるため、ややアドホックである。そのため、
本稿では根本的な、各主体の財源に応じた動機の違いを分類基準として用いる。 
